
【ＤＯ（実施）】

施策の概要

一般財源 838,478 897,913 1,044,243

人件費 66,305 74,026 -

フルコスト 2,757,153 3,021,469 -

内
訳

③

④

① 子育て相談件数 件 21,848 44.2% 36.5%

② 子育て支援サポーター登録者数 人 23 100.0% 88.0%
42 44

50

010301
子育てに関する情報発信
と相談体制の強化

広報紙や市公式ホームページなど各種広報媒体を活用し、子育てに関する情報の積
極的な発信を行います。
また、子育て世帯の不安軽減を図るため、こどもセンターやこども未来館などにお
ける相談体制の強化に努めます。

010302
地域における子育て力の
向上

身近な地域で子育てをサポートできるよう、子育てボランティアの育成やNPO、子育
てサークル等の活動促進を行うほか、親子の交流の場の提供や子ども会の活動支援
など、より地域に密着した子育て支援に取り組みます。

010303
子育てに関する経済的支
援

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、出産一時金や第３子以降出産祝い金、児
童手当などの支給を行うとともに、子ども医療費助成の充実に努めます。
また、ひとり親家庭の生活安定や自立促進のため、公共職業安定所などと連携した
就労支援や資格取得のための支援を行います。

010304 子どもの安全の確保

子どもを交通事故や犯罪、災害から守るため、歩道の整備や交通安全教育を進める
ほか、地域のボランティアによる防犯パトロールや関係機関と連携した防犯・防災
教育など、子どもの安全の確保に取り組みます。

県支出金 332,129 347,589 351,861

地方債 35,100 52,400 52,200

その他 95,706 23,880 1,067

予算 見込

事業費 2,690,848 2,947,443 2,994,548

国庫支出金 1,389,435 1,625,661 1,545,177

（単位:千円）

施策達成状況の説明

施策経費
H29年度 H30年度 H31年度

⑤

特記事項

①子育て相談件数については、平成２６年１１月の「おむらんど」の開館当初は開設時間や事業等の運営についての問合せが多数寄せ
られたが、平成２８年度以降はそういった問合せが減少し、目標値を下回る結果となった。
②市の地域子育て支援センターの講座の受付、親子の見守りなどを有償ボランティアとして行う子育て支援サポーター登録者について
は、市の広報紙をはじめ、様々な子育て支援講座において周知等を行った結果、新たに２人の登録があり、目標値を達成できた。

決算

達成率 進捗率

18,700 19,000 20,000 22,000 23,000

8,706 8,394

42 44 46 50

施策担当課等 こども政策課 課長 浦山　聡

基本計画における目標値
H28目標値 H29目標値 H30目標値 H31目標値 H32目標値 H29年度

施策 0103 子育てを支える環境の充実

施策の方針
子育てに関する情報発信や相談体制の強化に努めるほか、地域における子育て活動の支援や、子育て世
帯への経済的支援などにより、子育てを支える環境の充実を図る。

指標名 単位
基準値
（H26） H28実績値 H29実績値 H30実績値 H31実績値 H32実績値

平成 30 年度 施策評価表

施策担当部等 こども未来部 部長 川下　隆治



【ＣＨＥＣＫ（評価）施策担当部長】

【ＣＨＥＣＫ（評価）評価調整委員会】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

平成31年度新規事業
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施策を達成
する上での
問題点・課
題

・各地域子育て支援センターにおいて、より気軽に相談しやすい仕組みや雰囲気づくりを検討する必要がある。
・現在の交通指導員の高齢化に伴い、今後退任者の増加が懸念されることから、後継者の確保策を検討する必要がある。
・通学路に係る安全対策要望が非常に多く、迅速な対応が困難となっている。

　本市が子育て環境において他市より優れている施策などについて、財源措置を講じながら引き続き推進し、移住・定住等の促進にも
繋がるよう取り組むこと。

問題点・課
題を踏まえ
た施策構成
事務事業の
改善・改革
や新規事業
についての
考え方

事業名（仮称） 担当課

・各地域子育て支援センターにおける相談しやすい仕組みづくりや雰囲気づくりを検討するとともに、様々な媒体を活用し
て地域子育て支援センターの周知を図る。

・子育て世帯の経済的負担を軽減するため、子ども医療費助成事業の更なる拡充について検討を行う。

・交通安全講習会を開催し、飲酒運転の根絶など安全運転の基本的な意識づくりや年間を通じて、児童・生徒の登下校時間
帯に交通量の多い通学路の交差点や横断歩道における立哨等、児童生徒をはじめ市民の交通安全意識の高揚を図る。

・交通事故件数が増加傾向にある高齢者を対象とした体験型交通安全講習会の開催や自転車関連の事故防止のための小・
中・高校生等を対象とした講習会の開催や啓発活動を積極的に進めるとともに、主要箇所の歩道の一部に自転車の一時停止
の路面表示の設置を行い交通事故の減少を目指す。

・大村市３世代同居・近居促進事業について周知の強化を図る。

H31年度見込

0

対象・事業概要など
事業費（千円）

1


